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キャピタル・アイ特別企画 

SDGs 債の新展開（4）︓名古屋⾼速、道路公社初のソーシャル 
 
名古屋⾼速道路公社は今年度、設⽴ 50 周年を迎えた。12 ⽉には地⽅道路公社で初めてのソーシャルボンドを起
債する。これまでの歩みと、SDGs への取り組みなどを経営企画部企画課主幹・上村健⼀郎⽒に話を聞いた。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■都⼼・名古屋駅へのアクセス向上 
--今年度に設⽴ 50 周年を迎えた。これまでの歴史について 
名古屋⾼速道路公社は、名古屋都市圏における⾃動⾞交通の円
滑化、都市機能の増進を図ることなどを⽬的に 1970（昭和
45）年 9 ⽉ 24 ⽇に「地⽅道路公社法」による全国初の地⽅
道路公社として、愛知県・名古屋市によって設⽴された特別法
⼈。名古屋市内とその周辺地域を結ぶ名古屋⾼速道路の総延⻑
は 81.2km、都市間を繋ぐ東名⾼速道路や名神⾼速道路に対し、
名古屋⾼速は都市圏内の物流インフラを担っている。
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最初の開通は 1979（昭和 54）年 7 ⽉の 10.9km。それ
から順次開通を重ね、2013 年 11 ⽉に現在の計画である
81.2km 全線を開通した。9 ⽉ 24 ⽇に設⽴ 50 年という
節⽬を迎えることができた。名古屋⾼速道路の利⽤者、
当公社の事業に理解・協⼒をもらっている地域の⽅々や
建設・管理などを実施している⽅々のおかげと感謝して
いる。 
 
--整備計画の中で、特に注⼒している事業について。完
成後の効果などは 
現在進めている主な事業は、中⽇本⾼速道路の名古屋第
⼆環状⾃動⾞道（名⼆環）と接続する名古屋⻄ジャンク
ション（JCT）の建設⼯事および都⼼へのアクセスの向
上だ。 
 
名古屋⻄ JCT は、名⼆環⻄南部・南部区間（名古屋⻄〜
⾶島）が 2020 年度に完成する予定で、開通すると名古
屋⾼速道路と名⼆環が⼀体となった名古屋市周辺の道路
ネットワークができあがる。名古屋駅へのアクセス向上
については、2027 年のリニア中央新幹線品川〜名古屋
間の開業を⾒据えて、名古屋駅の東側、新洲崎出⼊⼝の
設置と⻄側の新⻩⾦出⼊⼝の追加事業に着⼿している。 
 
また、名古屋市と連携して名古屋の中⼼部である栄地区への新たな出⼊⼝や丸⽥町 JCT に⻄渡り線、南渡り線の 2 本を追加することを検討している。これら
の事業により名古屋駅へのアクセスが向上し、渋滞の緩和が期待できるほか、中部国際空港（セントレア）を始めとする南⽅⾯への利便性が⾼まる。 
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整備計画の概要（令和 2 年 7 ⽉ 20 ⽇国⼟交通⼤⾂許可）  
--都⼼環状線は時計回りの⼀⽅通⾏だが、逆周り線を作る予
定はないのか 
3 ⾞線の⼀⽅通⾏となっている。これを両⽅向とするのには
スペース的にかなり難しく予定はない。現在の資産を有効に
活⽤して渡り線を設置するなど、少しでも利便性を⾼めるよ
う取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

【建設が進む名古屋⻄ JCT】 【都⼼アクセス事業が進む新洲崎 JCT（完成イメージ）】 
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■騒⾳対策、太陽光発電、LED 化 
--環境保全、社会性、ガバナンスなど、SDGs の達成に貢献するために、
公社として取り組んでいることは 
環境保全については、名古屋⾼速による都市⾼速道路ネットワークの整
備で⼀般道の渋滞が緩和されており、名古屋⾼速の整備⾃体が CO2 の
排出削減など環境負担を軽減すると考えている。また、騒⾳対策として
⾼架裏⾯吸⾳板の設置や、太陽光発電を活⽤して省エネルギー化を図っ
ている。さらに、消費電⼒量削減のための道路照明の LED 化や、エコド
ライブ啓発活動を実施している。当公社が掲げる、「『安全』『安⼼』
『快適』な道路サービスを提供し、地域社会を⽀える」という経営理念
は、持続可能でよりよい世界を⽬指す国際⽬標である SDGs と重なり合
う。このことから、経営理念を具体化し実現するため、取り組みに⼒を
注いでいる「中期経営計画（2019-2021）」の各施策を進めることで、
関連するゴールの達成に貢献できると考えている。 
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■⾼速道路事業＝ソーシャル 
--ソーシャル・ファイナンスの第三者評価（R&I）を取得したが、その理由や概要について 
公社の事業運営に必要な資⾦は、市場公募債の発⾏や⾦融機関からの融資で調達している。⼀⽅、近年は環境や社会貢献への取り組みに積極的な企業への投
融資、「ESG 投融資」が増加している。この流れをふまえ、ESG 債の発⾏を⽬指し、10 ⽉ 8 ⽇にソーシャル・ファイナンスに関する第三者評価を地⽅道路
公社として初めて取得した。 
 
これまでも調達した資⾦を⾼速道路事業に充て、「経済活動の広域化・交流⼈⼝の拡⼤」や「道路構造物の⾼齢化」など社会的課題の解決に対し、「⾼速道
路の新規建設・改良⼯事」、「⾼速道路の維持管理及び⻑寿命化対策」といった事業を通じて取り組んできた。これらの取り組みは、国連の持続可能な開発
⽬標（SDGs）に合致すると考えている。 
 
今回、今後の資⾦調達に向けて、国際資本市場協会（ICMA）
が定めるソーシャルボンド原則に基づき、ソーシャル・ファ
イナンス・フレームワークを策定するとともに、その透明性
を確保するため、第三者機関からソーシャルボンド原則に合
致している旨の評価を取得した。評価のなかで、調達資⾦の
使途は、⾼速道路事業を対象事業とし、その新設・改築費⽤
において今後発⽣する資⾦またはリファイナンスに充当する
ことが、名古屋都市圏における道路交通にかかる社会的課題
の解決に資するものとされている。 
 
また、公社の⾼速道路事業は、愛知県または名古屋市の都市
計画決定を経て、公社が愛知県と名古屋市の議会の議決並び
に道路管理者の同意を得て国⼟交通⼤⾂から許認可を得る基
本計画、整備計画を受けて事業計画が作成されており、対象
事業の選定などは適切なプロセスを経ているとされている。
これにより、今後、このフレームワークに基づいて調達する
債券と借⼊⾦はソーシャル・ファイナンスとして扱われるた
め、ESG 債の発⾏を⽬指したい。 
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--太陽光発電の活⽤や道路照明の LED 化はグリーン性があると思う。グリーンボンドやサステナビリティボンドを発⾏する考えは 
環境保全にも取り組んでいるので、ソーシャルか、グリーンか、両⽅ミックスのサステナビリティかの検討はした。ただ、グリーン性で評価を取得したとし
ても、資⾦使途がグリーンに限定されると調達規模も限られる。また、先⾏の東⽇本⾼速道路や阪神⾼速道路の事例があったことから、それらを研究しなが
ら公社全体の事業を認めてくれるソーシャルという形に今回は決めた。今後の事業展開によってグリーンの事業が⼤きくなる状況に仮になった場合、サステ
ナ債が選択肢に⼊ってくることはありうるが、現在の事業規模に応じた資⾦調達としてはソーシャル・ファイナンスが適している。 

 
■初回は 12 ⽉ 
--資⾦調達の概要や今後の債券発⾏計画について 
建設事業は、愛知県・名古屋市による出資⾦、国の無利⼦貸付⾦、
特別転貸債、⺠間資⾦の 4 つの財源で調達している。管理事業で
も元⾦償還⾦に対する借換分の調達があり、全額を⺠間資⾦で賄
っている。⺠間資⾦は、昨年度は 470 億円のほとんどを市場公募
債で調達した。 
 
2004（平成 16）年度から毎年継続的に市場公募債を発⾏してい
る。幅広い投資家に購⼊してもらうことで、投資家層を拡⼤する
ことができた。また、市場における認知度も⾼まったと考えてい
る。投資家の⽅々への IR 活動を積極的に⾏い、財務内容が健全で
あることや、設⽴団体である愛知県・名古屋市の債務保証を得て
いるため信⽤⼒の⾼い債券であることをアピールしている。 
 
さらに、ソーシャル・ファイナンスの第三者評価を取得し、今後、
債券と借⼊⾦はソーシャル・ファイナンスとして扱われるので、
これを機に引き続き投資家層の拡⼤や安定的な資⾦調達に努めて
いく。今年度は SMBC ⽇興証券を事務主幹事に指名しており、12

⽉と来年 2 ⽉の年度 2 回の発⾏で総額 450 億円を予定している。12 ⽉には初のソーシャルボンドとして総額 150 億円、内訳としては 10 年債を 80 億円、
15 年債を 70 億円、それぞれ発⾏する予定だ。 
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--年限を絞ってまとまった額での発⾏は考えていないか 
愛知県と名古屋市の議会で予算の承認を得るなど、償還計画
が決まったなかで事業と調達をしている。このため、将来の
償還バランスの平準化をにらみながら考えている。 
 
--コロナ禍の影響は 
2 ⽉に料⾦所の業務を請け負う会社の職員が感染したことか
ら、⼀部料⾦所を最⼤ 4 ⽇間閉鎖した。この職員は業務中で
はなく別の場所で感染していた。料⾦所はその後順次開放し、
14 ⽇間で通常運⽤に復旧した。 
 
利⽤台数への影響は、緊急事態宣⾔中の 4〜5 ⽉に前年⽐で
30%以上減少した。その後は回復し、10 ⽉は約 10%の減少
となっているが、引き続き今後の推移を注視していく。地域
の経済活動に不可⽋な社会インフラを提供する事業者とし
て、感染拡⼤防⽌策を⼗分に講じつつ、必要な業務を継続し
ていく。 
 
 
 
 
 

（了） 
 

図表等の出典︓名古屋⾼速道路公社 資料（2020 年 11 ⽉） 
 

 話し⼿︓名古屋⾼速道路公社 経営企画部企画課主幹 上村 健⼀郎 ⽒ 
 司会・企画・⽴案︓SMBC ⽇興証券 公益法⼈業務部副部⻑ ⼩⾦澤 英樹 ⽒ 
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